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第１条～第４条（省略） 第１条～第４条（省略） 

 （調査基準価格） 

第４条の２ 調査基準価格は、予定価格に１００分の８０を乗じて得た額から予定価格に１００

分の９２を乗じて得た額までの範囲内の額で、予定価格に次項の規定により算出した割合

を乗じて得た額を基準に契約担当者が設定した額とする。 

２ 前項の割合は、設計額算定の基礎となった次に掲げる額の合計額に１００分の１１０を乗じ

て得た額を設計額で除して得た割合とする。ただし、その割合が１００分の９２を超える場合

は１００分の９２とし、１００分の８０に満たない場合は１００分の８０とする。 

 直接工事費に１００分の１００を乗じて得た額 

 共通仮設費に１００分の９０を乗じて得た額 

 現場管理費に１００分の９０を乗じて得た額 

 一般管理費に１００分の５５を乗じて得た額 

（失格基準価格） 

第４条の３ 失格基準価格は、設計額算定の基礎となった次に掲げる額の合計額に１０

０分の１１０を乗じて得た額とする。 

 直接工事費に１００分の７５を乗じて得た額 

 共通仮設費に１００分の７０を乗じて得た額 

 現場管理費に１００分の７０を乗じて得た額 

 一般管理費に１００分の３０を乗じて得た額 

 （調査基準価格） 

第４条の２ 調査基準価格は、予定価格に１００分の８０を乗じて得た額から予定価格に１００

分の９２を乗じて得た額までの範囲内の額で、予定価格に次項の規定により算出した割合

を乗じて得た額を基準に契約担当者が設定した額とする。 

２ 前項の割合は、設計額算定の基礎となった次に掲げる額の合計額に１００分の１０８を乗じ

て得た額を設計額で除して得た割合とする。ただし、その割合が１００分の９２を超える場合

は１００分の９２とし、１００分の８０に満たない場合は１００分の８０とする。 

 直接工事費に１００分の１００を乗じて得た額 

 共通仮設費に１００分の９０を乗じて得た額 

 現場管理費に１００分の８０を乗じて得た額 

 一般管理費に１００分の５５を乗じて得た額 

（失格基準価格） 

第４条の３ 失格基準価格は、設計額算定の基礎となった次に掲げる額の合計額に１０

０分の１０８を乗じて得た額とする。 

 直接工事費に１００分の７５を乗じて得た額 

 共通仮設費に１００分の７０を乗じて得た額 

 現場管理費に１００分の７０を乗じて得た額 

 一般管理費に１００分の３０を乗じて得た額 

第５条～第１３条（省略） 第５条～第１３条（省略） 
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附 則 

この要領は、平成２０年４月１日から施行する。 

   附 則 

１ この要領は、平成２３年７月１５日（次項において「施行日」という。）から施行する。 

２ 改正後の第４条第２項、別表の規定は、施行日以後に入札公告を行う工事に係る入札か

ら適用し、同日前に入札公告を行った工事に係る入札については、なお従前の例による。 

   附 則 

１ この要領は、平成２５年４月１日（以下「施行日」という。）から施行する。 

２ 改正後の規定は、施行日以後に入札公告を行う工事に係る入札から適用し、施行日以前

に入札公告を行った工事に係る入札の手続については、なお、従前の例による。 

   附 則 

１ この要領は、平成２５年６月１０日（以下「施行日」という。）から施行する。 

２ 改正後の規定は、施行日以後に入札公告を行う工事に係る入札から適用し、施行日以前

に入札公告を行った工事に係る入札の手続については、なお、従前の例による。 

附 則 

１ この要領は、平成２６年４月１日（以下「施行日」という。）から施行する。 

２ 改正後の規定は、施行日以後に入札公告を行う工事に係る入札から適用し、施行日以前

に入札公告を行った工事に係る入札の手続については、なお、従前の例による。 

附 則 

１ この要領は、平成２７年１２月１日（以下「施行日」という。）から施行する。 

２ 改正後の規定は、施行日以後に入札公告を行う工事に係る入札から適用し、施行日以前

に入札公告を行った工事に係る入札の手続については、なお、従前の例による。 

附 則 

１ この要領は、平成２８年６月１日（以下「施行日」という。）から施行する。 

２ 改正後の規定は、施行日以後に入札公告を行う工事に係る入札から適用し、施行日以前

附 則 

この要領は、平成２０年４月１日から施行する。 

   附 則 

１ この要領は、平成２３年７月１５日（次項において「施行日」という。）から施行する。 

２ 改正後の第４条第２項、別表の規定は、施行日以後に入札公告を行う工事に係る入札か

ら適用し、同日前に入札公告を行った工事に係る入札については、なお従前の例による。 

   附 則 

１ この要領は、平成２５年４月１日（以下「施行日」という。）から施行する。 

２ 改正後の規定は、施行日以後に入札公告を行う工事に係る入札から適用し、施行日以前

に入札公告を行った工事に係る入札の手続については、なお、従前の例による。 

   附 則 

１ この要領は、平成２５年６月１０日（以下「施行日」という。）から施行する。 

２ 改正後の規定は、施行日以後に入札公告を行う工事に係る入札から適用し、施行日以前

に入札公告を行った工事に係る入札の手続については、なお、従前の例による。 

附 則 

１ この要領は、平成２６年４月１日（以下「施行日」という。）から施行する。 

２ 改正後の規定は、施行日以後に入札公告を行う工事に係る入札から適用し、施行日以前

に入札公告を行った工事に係る入札の手続については、なお、従前の例による。 

附 則 

１ この要領は、平成２７年１２月１日（以下「施行日」という。）から施行する。 

２ 改正後の規定は、施行日以後に入札公告を行う工事に係る入札から適用し、施行日以前

に入札公告を行った工事に係る入札の手続については、なお、従前の例による。 

附 則 

１ この要領は、平成２８年６月１日（以下「施行日」という。）から施行する。 

２ 改正後の規定は、施行日以後に入札公告を行う工事に係る入札から適用し、施行日以前
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に入札公告を行った工事に係る入札の手続については、なお、従前の例による。 

附 則 

１ この要領は、令和元年１０月１日（以下「施行日」という。）から施行する。 

２ 改正後の規定は、施行日以後に入札公告を行う工事に係る入札から適用し、施行日以前

に入札公告を行った工事に係る入札の手続については、なお、従前の例による。 

に入札公告を行った工事に係る入札の手続については、なお、従前の例による。 


